
第12回 社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会  

議事次第  

「岬巨ヤ戒21年3月6日（金）  

10：00′、12：00  

場所：全 国 都 市 会 館  

1 開会  

2 議題   

① 作業班における検討状況について  

（∋ 検討メモについて  

3 閉会  

（配布資料）  

資料1 「作業班における検討事項について」  

資料2 「検討メモ」  

資料3  「医療保険資格の確認業務及び諸外国の動向についての調査結果の概要」  

（参考資料）  

参考資料二1 「電子行政サービス等へのアクセス手段の多様化」（※1）  

参考資料2 「次世代電子行政サービス（eワンストップサービス）の実現に  

向けたグランドデザイン 概要」（※2）  

参考資料3 「電子私書箱 （仮称）の導入に伴うコスト削減等の効果（試算）」（※3）  

※1 「電子私書箱（仮称）構想の実現に向けた基盤整備に関する検討会（第4回）」（平成21年2月9日開催）資料3   

※2「次世代電子行政サーービス基盤等検討プロジェクトチーム（第4回）」（平成20年6月4日開催）資料1   

※3「電子私書箱（仮称）構想の実現に向けた基盤整備ド関する検討会（第4阿）」（平成21年2月9日間隈）資料6   



作業班における検討事項について  

（⊃ 社会保障カーード（仮称）で目指すこと  

〔）中継データベー ス（仮称）の在り方  

（⊃ICカードに保険証機能を付与する方法  

○ 想定される医療保険受給資格の確認プロセス  

（⊃ 保険証として使用する場合に想定される、新たに発生する運用面  

での課題や留意点  

（⊃ カード導入後の移行期間やICカードの機能が使用できない状況  

における対応の考え方  

○ 導入時、経過措置の考え方  

○ その他   



＋l  

捌三斗2  

検討メモ  

カード（仮称）の検討の背景及び方向性について  

1．1．社会保障カード（仮称）などの構想の目標（参考：図1）   

○ 様々な分野において、様々な機関ごとに情報が保有されている。  

そのため、利用者の立場からは、人生の様々な場面において、機関   

ごとに必要な情報を入手し、必要な手続を行う必要がある  

また、情報技術の活用も不十分  

○ これにより、利用者、各機関にとって手続や事務処理の重複が生じ   

ており、多大な労力・コストを要しているのが現状  

○ 情報アクセスの監視、情報連携の制御等の仕組みを構築し、プライ   

バシー侵害、 情報の一元的管理の不安を極力解消しつつ、分野・機関   

横断的な情報アクセス、情報連携の基盤を構築することで、以下の実   

現を目指す  

・複数の機関にまたがる自分の情報等の必要な情報の入手や必要な  

手続について、一カ所で完結できる便利なサービス   

・必要なお知らせ等の情報を提供し、手続を省力化するための関係  

機関の情報連携（バックオフィス連携）  

バックオフィス連携による、各機関の業務効率化、コスト削減   

・情報連携による分野を横断した状況の把握とそれに対応したきめ  

細かな施策の実施  

行政サービスの透明化、個人情報等へのアクセスの監視  

ー1－   



1．2．検討の方向性   

○ 検討会では、 こうした将来像を見据えつつ、年金記録等の確認を可   

能にし、健康保険証等の役割を果たす仕組みを検討  

○ カードは情報アクセスの際の本人確認の役割を果たすが、関係機関   

の情報化・データの標準化等の環境整備を踏まえ、情報連携の仕組み   

が整備されてはじめて、様々な分野にまたがる利便性の高いサービス   

が提供可能（参考：図2）  

そのような将来像を見据え、電子行政等の取組み、各分野における   

環境整備や課題への対応と連携し、社会的合意を前提として、可能な   

サービスから順次実施  

2．仕組みの仮定とその検証について  

2．1．仕組みの仮定  

○ 公開鍵暗号技術の活用による安全な情報アクセス   

○ プライバシー侵害等の不安を極力解消するとともに、初期コストを   

抑え、将来の用途拡大に伴う二重投資を極力生じさせないため、情報   

の集約、データマッチングのリスクを極力避けたモデル  

各保険者が引き続き情報を保持・管理しつつ、必要最小限の情報連   

携を行う仕組み（参考：図3）  

後述の「行政情報の共同利用支援センター（仮称）」等との関係で   

は、重複した投資を行うことのないようにすることが必要   

○ 市町村によるカードの交付  

2．2．仮定の検証   

○ 平成23年度中を目途とする実施を目指し、21年度以降可能なこ   

とから実証実験を行い、その状況、結果を踏まえ、仮定を検証しつつ、   

体験者等の声を踏まえ、より良い仕組みを検討  

－2－   
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全記録等の情報閲覧につ   

（〕 閲覧する情事鋸こょりそれを提供する保険者が様々であることを意  

識することなく、閲覧ができるサービスの仕組み   

0 情報閲覧の仕組みを実現するためには、情報を提供する各保険者の  

環境整備（閲覧用データベースの整備、情報の標準化・可視化等）が  

必要となることに留意   
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l  

4．医療等の現場での活用について（作業班で検討中）  
l  

：○ 紙処理が混在することになるため、医療の現場のみで活用する可視  
】  

的な番号等の利用を検討  
】  

； ○ 移行期、異常時等、オフライン運用での対応を検討  
l  

； ○ 介護の現場での活用を検討  
l  
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5．保険者間等の情報連携について  

○ 適正な情報連携に限定するため、アクセス履歴を残し、本人が自分   

で確認できるものとするなど、プライバシー侵害・情報の一元的管理   

に対する不安が極力解消されるようにする  

○ 運用面での対応や制度的な対応も含め、更に検討  

6．写真付きの身分証明書としての機能等について  

○ 希望者については、身分証として利用することが可能となるほか、  

ICチップの空き領域を利用して追加的な機能を持たせることも検   

討  

7．カードの発行・交付方法等について  

○ カードの交付主体については、国民から見てもっとも身近な行政主   

体であり、一般的に利便性が高いこと等を踏まえ、市町村と仮定し、   

交付対象者の利便性、交付者の事務負担、技術的な実現可能性を踏ま   

え、今後更に検討  

－「うー   



政、電子私書箱（仮称）等の取組みとの連携  についで  

〔）人生の様々な場面におけるワンストップサービス、バックオフィス   

連携の実現のための他の取組みについて、全体最適を実現するため、   

引き続き連携して検討  

O 「次世代電子行政サービスの実現に向けたグランドデザイン」にお   

ける「行政情報の共同利用支援センター（仮称）」や「電子私書箱（仮   

称）構想の実現に向けた基盤整備に関する検討会」において検討され   

ている「電子私書箱（仮称）プラットフォーム」は、社会保障カード   

（仮称）における中継DBと同様の機能を持つものと考えられること   

から、これらについて重複した投資を行うことのないようにすること   

が必要  

○ 地方自治体等における電子化・情報連携の取組と連携  

○ 携帯電話等の情報通信機器を活用したアクセス手段の多様化等の   

検討状況、技術動向を踏まえて今後更に検討  

○ 他の市町村へ住所を移した場合の継続使用を可能とする等の住基   

カードの見直し、オンライン認証の実現を含めた公的個人認証サービ   

スの普及拡大に関する検討等と連携し、既存のインフラの活用を検討  

9．制度的対応の検討について  

○ 技術面の対応のみでは不十分な、個人に関する情報の取扱いに関す   

るルールや情報連携に関するルール等の制度運用面の対応を引き続   

き検討  

－4一   



社会保障カード（仮称）の実現に向け  ［±亘   

○ ワンストップサ ーービス、バックオフィス連携の実現のための基盤構   

築による経済効果としては、例えば、引越ワンストップ、退職ワンス   

トップでそれぞれ年間約1（〕00億円、1200億円、また、電子私   

書箱（仮称）で年間約4（う00億円との試算  

また、想定される効果のうち、医療保険資格のオ‾ンライン確認等の   

実現による効果は、保険者で年間約160億円、医療機関等で年間約  

120億円（参考値。回収率が必ずしも高くないため、留意が必要。）   

の試算  

○ 基盤構築費用としては、電子私書箱（仮称）で、おおよそ200～   

400億円（初期整備費用）の試算  
○ より良い仕組みの検討とともに、引き続き費用対効果の試算を行い   

つつ、費用負担を検討  

○ 利用者等の声を踏まえつつ、現場に混乱を生じさせることのない円   

滑な実施策、様々な利用者に配慮した周知、推進策等の課題を引き続   

き検討  

－5－   



◆政府が目指すべき将来像として、①複数の機関にまたがる自  分の情報等の入手や必要な手続の実施を、1力  

所で完結できる便利なサービス（ワンストップサービス）の実現、②その基盤として、プライバシー侵害等への不安  

を極力解消しつつ、関係機関の情報連携（バックオフィス連携）を行う仕組みの構築が重要。   

○自分の情報の入手や必要な手続等のワンストップ化   

＝⇒年金記録等の入手・確認  

○必要なお知らせ等の情報を提供   

＝⇒手続漏れによる未加入・二重加入の防止  

○各機関の業務効率化、コスト削減   

＝⇒各種通知等のコストを削臥医療費請求の過誤調整事務  

の削減による保険者等の事務負担軽減  

○分野を横断した状況の把握とそれに応じたきめ細やかな施策   

＝ウ高額医療・高額介護合算療養費の給付等が容易に  ヱ型L，サ？‥勲土整叫ニヒ1甲。．禦聖  
J心′彗さ・薄Jトポ■Jヽ●◆＿、せ■仙ニス寸秒 

等  
○行政サービスの透明化や個人情報等へのアクセスの監視  

レセプト僧M■  
l書定一■－1百よ  

P還賢二二二一」竺聖竺1竺チエE  

医療機関等の窓口   
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社会保障カード（仮称）を用いた情報閲覧サービス利用のイメージ  

（手 マイページヘログイン   

② メニュー「情報の閲覧」から、「年金情報」を選択  

③ 自分の年金情報を閲覧  

司慧要芸雷基金加入 を00県国民年金基金r2月○×日－  

】 ＿＿＿＿ L  

ヨ警芸芸き芸票格取得△△市 と 2月xx日≡  

山Ⅷ¶W＋＋∴－－mmr 一】  

桓芸芸芸芸宗諾喪失r□□社会保険手折  

し‥‥‥‥‥…  

∃  
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※各画面はイメージ  
■男花子さんがこれまで加入した■町 国民年金（基礎年金）  

t   し▼‥＿＿‥＿  



介護   



医療保険資格の確認業務及び諸外国の動向  

についての調査結果の概要   



① 医療保険資格の確認業務についての調査結果概要  
※ 事務局において、「医療保険資格確認における社会保障カード（仮称）導入  

効果の定量化分析業務報告書」の一部を抜粋したもの。   



社会保障カード（仮称）の導入効果   
■現在発生している「資格返戻」の件数は約900万件、医療費は約2，000億円分のレセプトに相当する。   

■社会保障カード（仮称）が導入された場合でもこれらすべてが削減できるわけではなく、その事由によってな〈なるものとなくならないものがあることから、社会保障カード（仮   

称）の導入により「A．全面的に解消されるもの」、「B．一部解消されるもの」「C．解消されないもの」の3類型に分類した。  

1社会保障カード（仮称）によって、保険者、医療機関の財政にどのような効果が生じるかを推計した。   

Fここで扱う効果は、直接効果（返戻業務にかかる人件費及び直接経費）に限定し、間接効果や波及効果は等は含めていない。また、社会保障カード〈仮称）導入完了後を   
想定した単年単位の効果で、金利等は加味していない。  

1．保験審に鱒ける社会保障力ード（仮称）の導入効果   
冤保険者の導入効果は、レセプトの資格返戻に関わる一般的な業務フローに沿って、アンケート調査結果に基づき設定した原単位（1保険者  

あたりにかかっている金額）に当該業務を実施している保険者数を乗じて算出した保険者における社会保障カード（仮称）の導入効果は、  

年間約159億円である。   

辟保険者推計の計算式  

現在の当該業務コスト × 当該業務実施保険者数 × 社会保障カードによる効果出現率（加入者規模別）  

②寧琴作業 て 

①人件費の‥  スにおける未  
導入効果  

1保険者  
く参考〉  

加入者総数の  
合計  あたりの 、   証交付コスト   

欄鱒  
導入効果∨■   に伴ラ車接 

効 ヰ、－  入効果   導入効果  
（万円／年）   

1，000人未満   1．08   0．01   0．26   0．00   1．36   32   41   

1，000～3，000人未満   5．84   0．06   1．48   0．00   7．38、   102   367   

3，000～5，000人未満   6．99   0．06   1．18   0．03   8．2   153   572   

5．000～1万人未満   12．90   0．10   2．84   0．18   16．02   209   1．588   

1万～3万人未満   24．67   0．22   7．28   1．04   33．21   355   4，724   

3万～5万人未満   9．63   0．11   3．27   0．87   13．88   542   5，545   

5万～50万人未満   25．64   0．35   10．43   4．81   41．24   1，162   22，500   

50万～100万人未満   7．09   0．64   1．08   1．46   10．27   5，704   4，031   

100万人以上   24．26   1．02   1．84   0．34   27．47   68．666   8，381   
ごノ王 

全体推計   汀〕1ンノ■エビ、′ 】－⊥J      ・J′－n 経緯薙軒  ▼1ん，ヤぺ・喜二∴151如ア 47．749  

注1）「1保険者あたりの削減効果」は、削減効果を全保険者数で除して算出した単純平均であるL。  

注2）参二考資料■（P4～P5）参照   



2．医凛欄偶における社会保躊カードの導入効果   
覇アンケートに回答した医療機関等における社会保障カード（仮称）導入による導入効果（1医療機関あたり）は下表のとおりである。   

なお、これに全国の医療機関総数を乗じて算出した社会保障カード（仮称）導入効果（参考値）は、約123億円である。   
礪医療機関推計の計算式  

実際にかかっている責用（ENQ回答）の平均 × 効果出現率  

＜その他参考＞  

20～99床  3．2  3．1  312．6   6．3   22，104．1  

1∝I～199床  12．9  8．1  666．3   21．0   56，873．0  

病院  

200～399床  32．4  31．3  1，649．7   63．9   122，173．4  

400床以上  115．9  271．3  4，650．4   387．6   326，003．9   

診療所（有床）  4．9  0．8  168，0   5．6   72，526．5   

診療所（無床）  2．1  1．3  180．1   3．4   293，185．7   

歯科診療所  2．4  0．6  81．2   3．0   199，400．4   

保険薬局  1．5  1．3  2．8   146，232．9   

叫1，23糾99・9  
注1）直接経費は、資格返戻分のレセプトの再請求に必要な本人への確認等で発生する通信  

12，395．9  48，434．6   

38，494．9  54，884．3   

61，113．8  60，120．1   

273，653．0  45，178．5   

18，386．9  81，005．4   

80，605．9  505，930．9   

45，152．6  215，654．4   

47，276．3  

577，079．4  1，011，208．2  

（電話・FAX、郵送）や交通費（訪問）等  

注2）参考資料（P6～P7）参照  
注3）アンケートの回収率が必ずしも高くないため、「削減効果（全国推計値）」については留意が必要。  



【参考】社会保障カード（仮称）導入効果算出のための基礎資料  

≪参考1≫ 資格返戻事由に基づく類型化（推計に用いたアンケート調査結果の抜粋）  

資格関係事由別再寄査結果  

区  分   
A 至 （その他を除く）  

件数   割合   調整金頬   割合   

合 計   4，664，307  100．00  62，655，613．500．80  100．00   

11記号・番号の誤り   1，224，129  26．24  13，459，382．427．20  21．48   

17本人■家族の誤り  3，348，174，469．50   5．34  

12患者名の誤り   379，898，895．20   0．61   

22老人保健・国保該当  37，335   0．80  1．416，241，716．50   2．26  

15保険者番号と記号の不一致  35．828   0．77  401，776，856．00   0．64   

18資格喪失後の受診   1，935．067  41．49  25，888，516－286．10  41．32   

13認定外家族   290，543   6．23  3．450，918，792．00   5．51   

16旧証によるもの   200，590   4．30  2．376，401，608．50   3．79   

184．95   3．97  2，219，886，451．30   3．54   

i4該当者なし          23給付期間満了   14．923   0．32  177，153，098．00   0．28   

24その他  288，539   6．19  8，719，761，571．00  13．92  

20給付対象外傷病（業務上）  29，58   0．63  799，473，387．50   1．28   

21給付対象外傷病（適用外）   586   0．01   18，027，942．00   0．03  

社会保障カードの導入（仮称）により・‥  

〔墓誌芸＝真〕   

36．9％   

30．3％  

A
 
A
 
A
 
A
 
A
 
B
 
B
 
B
 
B
 
B
 
C
 
C
 
C
 
 

56．3％  

54．5％  

6．8％  

15．2％   



【参考】保険者における社会保障かド（仮称）導入効果算出のための基礎資料   ［車重二］  

≪参考2－1≫1保険者当たりの原単位一覧表（推計に用いたアンケート調査結果の抜粋）  

重025より】  

4   



［車重］  
【参考】保険者における社会保障カード（仮称）導入効果算出のための基礎資料  

≪参考2－2≫類型割合と効果出現率（推計に用いたアンケート調査結果の抜粋）   

笥社会保障カード導入により、資格返戻に関わる全ての経費を削減する事はできない。資格返戻の事由を考慮した上で、導   
入効果を推計することが望ましいと言える。そこで、効果出現率を乗じ、最終的な推計値を求めることとする。  

喝仮に、類型Aの費用削減率を100％、類型Bを50％、類型Cを0％とする。  

遥効果出現率は、類型A～Cの割合が、保険者の規模によって±10ポイント程度の差異がある為、規模別に求める。  

型A   琴型B   類型C   合計   効果出現率   

1．000人未満   38％   60％   2％   100％   0．68   

1，000～3，000人未満   29％   65％   6％   100％   0．61   

3，000～5．000人未満   37％   55％   8％   100サら   0．64   

5，000～1万人未満   30％   61％   9％   1009も   0．61   

1万～3万人未満   28％   629乙   99ふ   1009も   0．60   

3万～5万人未満   25％   64％   11％   1009乙   0．57   

5万～50万人未満   24％   62％   14％   100％   0．55   

50万～100万人未満   27％   65％   89ら   100％   0．59   

100万人以上   13％   82％   5ワも   100％   0．54  



眉配儲愚  

【参考】医療機関における社会保障カード（仮称）導入効果算出のための革礎資料  

≪参考3－1≫1医療機関当たりの原単位一覧表（推計に用いたアンケート調査結果の抜粋）  

再請求作業に費や  

200～399床   51，178．4   N＝107  49．4  N＝119  128．2  N＝234   11．6  N＝234   0．4  N＝234   32．0  N＝112   31．5  

400床以上   182，783．5   N＝ 71  427．9  N＝ 44  325．5  N＝108   38．8  N＝108   0．5  N＝108  325．4  N＝ 44   53．7  

診療所（有床）  7，670．3   N＝ 21  1．2  N＝ 49   22．5  N＝ 89   0．4  N＝ 89   0．0  N＝ 89   1．4  N＝ 40   6．3  

診療所（無床）  3，264．4   N＝ 95  2．1  N＝129   20．4  N＝285   0．4  N＝285   0．1  N＝285   0．9  N＝ 97   5．9  

3，754．1   N＝ 79  10．8  N＝245   0．2  N＝245   歯科診療所  0．9  N＝ 88  0．0  N＝245   0．7  N＝ 61   3．2  

保険薬局  2，439．7   N＝117  2．0  N＝138  0．9  N＝103  



【参考】医療機関における社会保障かド（仮称）導入効果算出のための基礎資料  
［車重画   

≪参考3－2≫ 資格返戻事由に基づく類型化（推計に用いたアンケート調査結果の抜粋）  

社会保障カード（仮称）の導入による「効果出現率」は、0．634と算出される  

以下のルールに従いA（全面的に解消されるもの）、B（一部解消されるもの）、■C（解消されないもの）の割合を算出した。  

・医療機関アンケートの「資格返戻分のレセプトの詳細」の回答結果のレセプト件数の比率に基づき、返戻レセプトのA・B・C類型ごとの割合を算出  
（類型A、B、Cの割合は、医療機関等の規模によって大きく違わないため、規模によらず一定として算出した。）  

・入院・入院外の別については、国保中央会公表データにおける入院レセプトとそれ以外のレセプト件数の比率を援用して、重みづけを行った。   
これらを踏まえ、件数ベースで割合を計算し、更に入院と入院外のレセプト数で重みづけを行った結果、全体の類型割合は以下のようになった。  

類型割合  

A  35．0％   

B  56．8％   

C  8．2％   

さらに類型ごとの解消率をAlOO％、B50％、CO％と以下の計算により、「効果出現率」は0．634と算出された。  

■．●0．350×100％＋0．568×50％＋0．082×0％＝0．634  

なお、重みづけに用いた「入院以外」のレセプト件数には、「歯科診療」や「薬剤の支給」の件数が含まれている。  

7 J   



② 諸外国の動向についての調査結果の概要  
※ 事務局において、「諸外国の動向等を踏まえた社会保障カード（仮称）の実  

現のための制度設計にむけた提案業務 報告書」の一部を抜粋したもの。  

1   



諸外国の比較（ベルギー、オーストリア、フランス、ドイツ、カナダ）  
「‾▼岬‾  

一  
ベルギー   寸ーストリア（CitjzenCard）  

：国民登録番号）を、本人臓別番号として、社会保偉のみならず各種の行政壊  】Dの概要：促成保険カー  
己登録局により発行t笥埋され出生時に付番される生涯不変の番号                      旧の概要eGovernment公共サービスその他へのアクセス時のインタ【ネット電子記富正「蝕行   

カード、学生！正、e・Card、携帯電E言寄の様々な機能Jニ搭私可能   lCカードの概斐従前の  
来  てe－Cardを使用勺滋面：   
D  

e】D 〈elDカード）／lCチップカード   CjtizenCard（但しCitLZenCardはカードではな〈櫨能）  

種類  

‖  0（〕4年より導入胤始。2009年9月を員処に導入完了予定   
▲‘戸 

．． n   

オーストリア（e－Card）  

－トであるe－Cardに社会保三貴所与を搭瓜  

円即こおいて使用  
の紙の使用保険言正に代わり、コ005年から全国共通の促顆保板ノ」－「七し  

所持菰務があり、e】  トCカードの概要従   

よEHEC（EリーHearthCa祀としても使用．⊃被保険二肴用と匡佑満】保ギ［踊0；：  

リ攣ヒ竺堅⊥＿一  

ぜ空讐 
－－－－  

e－Card ／】Cチッフカ【小  

三005年  

【近着のカード（e－C訂d）】  

・■童子医轍記録倒遭 医療首己録の参上】．票、医掠記はへのアクセスJ克巳の穐言己、話1註の予㌣▲j  

・促成保険促成保険金柏の…正明  
【医療関係者用カートlひCard）ユ  

・喝子医療記録 追肴の医煉記録の参照、匡椋従事竜≠にの医琉記びの共有   

配電子尊名による本  eGovernment公共サーヒスその他へのアクセス時のインターネット電子認証  

社
会
保
障
臼
速
力
ー
ド
 
 

▼「▼▼「 】  
r，【【【¶  

搭載情報】空空士美  
ルネーム（クリスチャンネームノ，カード名，国籍．出生地・出   

表面 氏名、タイトル、手上蓋保障番号、生年月ヨ、保険惰宅、フ＿一卜旧  

裏面 ∈州C（∃】」コツハ匡漬保険カード）  

生日、性別．カード番号，カード  

各媒体の券面情報のみで、CrtZenCardヒして新たに券面に搭砥ごれることはない。  ～募訂 僅琵霊の触写真有効期限著名・虹ド尭柵RRN嗣個尾登録網）発行鯛署名1主な  

「¶Ⅷ‾’【‾‾‾‾‾‾十二                 ∴ 

－・二  

〉「一‾‾‾一‾】】‾ 】  ▲ 】  

篭  性別、ユ【ザーグループ認言紬欄∴邑子著名   

- --- - - - 

ォ【ストリア社去保附度キ，。とその支部に保険力伏していも肴すべて  

‾  ∴ －・∴ － ∴∵ － 
．  

ソースPIN、電子証明書、氏名、生年月日  

庖藩魂壷爪正義号自i主体住所伯爵お冠享室名   」 【   

発行対象  
12叢以上の全ベルギー国民  

巧歳以上12歳末訊の児壷には「Klds一旧」の交付が可能（義讃ではない）  

一全ての1コ孟以上の外国人には「外国人」D」が交付される（所持義務）  

オーストリア国民且つCltLZen Car〔利用希望者  

C山ZenCard低能の利用希望者のみ、選択した媒体に本披能を搭濾可能  

発行数丑：   

、’  ‾‾ l  ‾ ■‾ ‾▼‾  

暮用負虻ま  

l  

」
 」

 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
．
 
 

約700万枚  約800万牧（被保族着用）し約3万牧（医掠徳Fリ】用〉  

e】Uカード貞用10～15ユーロ 〈自治体により異なる）  

11～25ユー⊂（自己負拒L粘府主催セミナでの無料配布などの促進琵）  

力一トリーダ廷萬入受用は約10ユーロ（是萬入に関して政府等の助成金等はない）  保険料に含まれる（年10ユーロ）  

竺ニ＋ヱ±ご警一工竺＝  
＋Clt【ZenCard虔能措並のカード情報 ソースPN  
＊行政披関口ゲイン情報 旧，Pln  

＊言霊旺に必要な情堵CRR番号（連邦内務省が発行する国民LD。公園はされているが、住民登録  
法やデータ保滅法によって脱密に用途を限定）、ソースPINくCRR番号を基にデータ保経書員会が  本人離別情報  ネ土嚢保障商号  RRN循号（国民登録番号）  

生成する番号）、5SPIN（ソースPLNを掛こデータ保撼委員会が生成し、各分野の行政捻l凱が実  

使用する番号）  

∵一  

情
報
管
理
 
 

【窓口での行政サーヒス利用】 ・e旧せ身分言正明として提示することで本人確認   

【オンラインでの行政サービス利用】  
・e】DによるPKl詑喜正 くe旧をカートリーダに挿入し、PINの入力を行うことで詑夏正「  

・elDにょるPKほ空説の代持として「乱数表＋lD／P皿」による、詑吉正方式も提供   

TaxO用ceでのオンライン税申告や外務省での犯非記録確認など様々な行政櫨関で利用可絶っ利 用方法はいずれも同様  インターネット上で行政機関サイトヘIDとPlnによりログイン  

・Clt】ZerlCarc搭載のスマートカード（e－Card等）をカード）－ダーl＝挿入し記言正  

。ンヘのアクセスの≡。≡エ  
ー報を放み剛アクセス  

認証方法   

・各行政披閻では、本人孟齢I一番号としてRRN番号（国民登録番号）をキーとして情報を管理  

tRRN番号を措絶したelDカードを、各行政磯l某が保有するデータベースに格納されている情報へ のアクセスキーとして多種な行政サービスで利用  

■行政櫨帆内でのやり取りにおいても、RRN番号を本人識別番号として利用し、社会保障分闇では 「クロスロ【ドバンクくCrossroad5BankforSocaLSecurlty】とよばれる行政機関によるワンストツ ブサービスを実現   
【社会尉積分野でのワンストップサービス】  
■1990年より「クロスロードバンク」と呼ば九る行政捻l閑が中心となり、eLDを活用し社会保障分里引二  

おけるワンストップサーービスを国民・企業へ提供。現在、クロスロードバンクは園内の2000を越える  

社会保購㍑別系憤慨の／くッウオフィス基経機能をネットワークで結び、データ交換を行うハフ性能を  
提供り国民・企業は社会保障ポータル、もしくは行政窓口吉通じてワンストツブサービスを受けること  
が可能  

利用方法はいずれのサービス利用碑も同様  
・CELLZenCard搭載のスマ．トカード（e－Card等）をカードリーダーに挿入の上、個人認豆正と著名実施  

【ソースPIN】  

・システム上でソースPrNよリssPNを生成【ssPIN】  
・このSSPIN情報を行政機関の保有する丑銀ユーザー情報のssPINと突合し合致した場合、個人旺  

－  

⊥
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－SV署名（SV－Slgna山re）張種保険胤判の特定アプリケーションを使用㌻る際に用いる個人用  

・チップには以下の電子署名が内蔵されており、認言正に用し、られている  著名 －SV管理者著名（SV－mdn∂gemenトS」gnatUr8 竹埋着用の認言正に利用 ・任意著名（Vo山口tarYSlgnatur6 その他のアプリケーションに応じて、オプションとして迫力ロ可 能  
・被保険者用のe－Cardlま亀子著名のみ、医l永は洞削弔oLCard，il温子著名及びPEN董イ史用して認  

ユ＿ザ＿情報の氏名、生年月巳、住所を飢、デ＿タ保遁委員会よリ  牒浣諜温  
ssPINを入手しておくことが必要  

≡言完諾諾豊認諾蓋孟手した情掛らCR硝嗣特定し、このCRR番号紬に ㌣  

1云 R 

RN訪号（国民登録番号）の利用は、独立した監督櫨lガ】であるプライバシー委員会が厳格に筒  ・個人認冨正情報はデータ保振委員会のみが管理し、管理キーとしてソース閉Nを作成・保有  

・ユーザーや行政機関はCltlZenCard虔能を搭載したスマートカードのみに格納されているソース  
PIN誉介してのみ、インターネット電子控証の利用が可能  

・行政捻関は他の行政捻即の個人情報を使用することは絆されず、申真言故にDSKから受領する  
ss列Nを介して人物照会を実施  

良問企韮でのRRN番号の利用は崇止  数段階のセキュリティレヘル苫設定川市号化・■剋子著名・旧／P【∩：  

個人㈹闇l慨 国民 
立ほ局を含めたRRN番号を利用・保哲する行政彼傑‖まプライ′〈シー委員会の認可を受ける  

・聡子医痛記録システム（EJGA）上で、将来的には「自分の医批記録へのアクセス記はの打L貢ごJ  
「どの庭番が自分の直嫌記録を閲覧できるかの制限き設定」等の機能C7）実h上と白iHしてい吉   プライバシー委員会が厳格な  



諸外国の比較（ベルギー、オーストリア、フランス、ドイツ、カナダ）  

薄緑準絞   一ノ・謹 ミ∴フ示ン芥ミこ．ヤ※朱書轟頭欝二￥羊勺′・漆感t ポイウ カナダ（参考郵   

】Dの脛斐：住民登録番号を社会保障番号として利用。使用範囲は社会保障・医療システムのみ    u JDの概要：健康保険カードであるe－HeaIlhCardこ疾病保険被保険者番号を搭軋出生時に付番IDの概要：社会保険番号（SIN）がIDとして使用されており、その使用抱匪＝よ袖手軋社  
に限定。ただし、住民登録儒号としては社会保障以外にも、税分！附こおいて使用。INS∈∈（国立    される社会保険番号（年金等に使用）を基に作られ、生涯不変  の給付等多岐にわたる。人的諌波間発省が発行・管理しており、中指のタイミングはイ．  

l  

概略  続汁経済研究所）が発行・管理しており、出生時に付番される生涯不変の番号  付議されると生涯不変の番号  
lCカードの軽輩・健康保険証は2009年新カード（かHea】抽Car〔りとして更新される予定e－  

常生活力ード（CVQ））が存在するが、CarleⅥtal〈促成保険）カードが最も普及  カードは、他にも数多〈存在し、各役割と展開の状況は異なる  使用   

CarleVila】e（庖敢保険カード）／ e－HealthCard／ICチップカード  SIN（lDカード〉 ／ プラスチックカード  

1998年導入。2007年より次世代カードⅥtale2遽入関姶（2013年導入完了予定）  2009年（予定）  1964年  

医療分野における保険資格確認、電子処方塞、緊急情報へのアクセス、処方箋履歴へのアクセ ServICeCanad水オンライン税申告、年金の給付情報の閲覧等）、eGovernmenL公き  
ス、髄倭妃録へのアクセス、電子紹介状へのアクセスへの随柾  その他へのアクセス時の電子惣証  ECカードの概要：複数のICカード（電子身分拉明書（CNIE）、髄尿保険力一ド（CarteVitaId、E］    HealthCarcrま政府のeCard戦時のカードの一つとして、2009年に発行される予定。eCard戦時のカードの概要：1964年にS困が軍人されて以来、SINを記絃したS刑）l－ド〈ブラスチッ                          f 】蓋 陣 関  文  

s・N、氏名、有効楓住所  

生年月日、任所、性別、署名  
搭七情報  社会保障番号、保険者の情報（名称・登録場所等）、保険給付の受給権情組、扶養家族の氏  

遵 凶  

卜J′…Cカードではないため該当しない）  

載予定であるが、実際に措鼓されているかは現時点で不明  

16歳以上の全フランス国民及び就労者（16歳到達時に強制発行され、有効期限は設定されて  
発行対t   いないり）  公的疾病金庫等に加入している被保険者とその家族及び民間医療保族に加入している国民  希望者  

※16歳未満の者の借紗ま親のカードに播戦され、その間は親の社会保悍番号を使用  

約8000万枚（予定）  約130万枚（1年当たり）  

】ド   

♯用負担  ・∨ほaldこついては個人の費用負担なし。医師用カード（CPS）の受用負担なし ・医療随関で使用するインフラ費用は自己負担（政府により医師1人当たリ200 

0ドルを助成）  
個人の費用負担なし（保険料で賄われる）  無料（交換は10ドル）   

社会保障番号  疾病保険被保険者番号  SIN（社会保険番号）  

l  【医療惚l甥での受診後、医師が医療寅還付申枯を行う場合】  利用方法はいくつかのパターンに分かれる 

！  

・医師用カード（CPS）とⅥlaleを力一ドリーダーに挿入、医師がP肌を入力して認拉  ●MyServiceCanadaAccounの提供するオンラインサービスヘの登録時やヘルプう  
指）サービスの場合：SIN、OutO†BandCode（事前に郵送されるID）、チャレンジクエニ  

【医療機関での受診時に医師が保険溌格を確捺する場合】  

l   i惰F  l 本人離別情報                                          認証方法  

・ⅥtaJeと保険者D8の社会保障番号の突合による暖拉  ■．  く（SIN登録時の楕鰍フルネーム、生年月日、母親の旧姓、父親の名前、出生桜餅〉か・  ■MySerⅥCeCanadaAccounの提供するオンラインサービスへの惚‡正時：e－PaSS（l   
政府の運営する公開塩基鮨であり、電子Ⅱ明吾が市民に無料で発行される。∴e－Pa5  

報  
【カード更新ターミナルで被保険者が保険資格情報を確記する場合】  投定した秘密の箕間  
Vi【a【eと保険者D白の社会保停番号の来合による放校  ■その他対面サービスの場合：S肌カードを提示  

・ⅥtaIeは保険者が保有する被保頗看の情報へのアクセスキーとして使用。その際の個人漬別  
情報となるのは、VitaJe、SESAM－ⅥtaleD巳、各保険者DBのいずれ（＝も緒制される社会保障  

チップに電子著名を内蔵し記拉を行う予定  SINはSIN登録時の情報が格納された社会保障登録簸各制度DBのいずれにも格融  
仕組み  

DBを中継して各保険看が保有する倶険資格に関する詳細情報を確掟できる仕組み。中継の役  理しており、各制度に必塾な詳細情報は制度ごとに管埋．一制度間の帖報共有は行わオ  
割を果たすS∈SAM－Vi【aleD臼こは、社会保障番号をはじめとするVjtale管理に必要な最低限の  
情報のみ搭載  l  

を決定し、その利用に関して監洩を実施  tCNIL（情報処埋と自由に関する全国委員会）が社会保障番号を利用する機関 目的及び範囲    ・社会福祉に関する情報を入手乱勝手な利用や個人情掛こ基づ〈葺別を架止するための守秘・SINを要求することが法律で定められているもし〈はSl卜似外の識別子で【ま認証がで…        義務を規定（社会保障提供者間の醐共有や裁判のための鯛開示は例外）ぉ も  が美校さ九ていたとしても・S－Nの提供がかことを埋由に成果物やサービスの提供を  n     ‡  ほ 個人情報保護                       ・社会保障番号の使用範囲は社会保障・医療システムのみ。その他の目的での使用はCNlしに   烏聖誌瓢詔富還品獣－こ宝認諾洗茂澄驚喜誠蒜詣羞誓駅長できない    よって袈止   ＿ス． －、R 情報展謹規則の遵守状況を監視する監督機関の設置を予定公共部門・民間部門械－の情義・連邦政 ・情報は、利用分野ごとに簡雑することとされている  
府によるSiNの収集、使用、情報澗示は、他にも雁用保険法・所青苗税法によけ        保護管理香の手引きに関する規則を規定 

。  
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海外の動向を踏まえた提言   
日本における具体的な実現イメージ 一 堂棒線 仙 案・雫  

す PKlカードを利用したオンライン申請のイメージ（案1）を下記に示します。  

盛 案1は、基本情報番号と各制度／保険者の既存の個帥Dをポインター上でも管理し、紐付ける方式です。  

公開鍵証明書管理  

者号  
組織情報  被保険者番号等   

基本情報DB  0123456789   
／B保険個別】D  
／氏名  

／性別  

／生年月日  

／住所  

／保険情報等  

D年金保険者  1234－567890   
YYYYYYY  

C介護保険者  222－233   

B医療保険者  111－9999   

No  やり取りに使用される情報   

①  公開鍵言正明書等、申請情報   

②  基本情報番号による本人の確認   

③  個別旧、申請情報   

④  氏名、性別、生年月日、住所   

個別ID、氏名、性別、生年月日、  

⑤     住所、申請情報   
⑥  保険情報等  

基本情報DBとホインターを  

一元化することも可能であ  

るが、情報漏洩時の被害  

拡大、名寄せの懸念を軽  

減するためには、分割管理  

する方が望ましい  



海外の動向を踏まえた提言   

日本における具体的な実現イメージ ー 全体像 一 案2   

繍 PKけコードを利用した電子申請のイメージ（案2）を下記に示します。  

逼案2は、基本情報番号と各制度／保険者の既存の個別旧をオーストリアのSSP州方式で組付けする方法です。   

各種管理番号をssP削に変換することにより、プライバシー侵害や名寄せの懸念等による抵抗感を軽減するこ   

とができると考えます。  

公開鍵証明書   
管理番号  

ポインターSSPtN  組織情報  
／B保険ssP州  
／B保険個別旧  
／氏名  

／性別  

／生年月日  

／住所  

基本情報DB  

D年金保険者  
HAIzqa8s‖．   YYYYYYY  

C介護保険者  

B医療保険者  

No一  やり由りに使用される情報   

①  公開鍵証明書等、申請情報   

②  ポインターSSPINによる本人確認   

③  申請情報   

B保険者のSSP［N、氏名、性別、  

④     生年月日、住所   
B保険者のssP［N、氏名、性別、  

⑤     生年月日、住所、申請情報   
⑥  保険情報等  

／基本情報番号  
／ポインタTSSP削  

／制度一保険者毎   
のSSPIN  

／氏名  

／性別  

／生年月日  

／住所  

基本情報DBとポインターを  

一元化することも可能であ  
るが、情報漏洩時の被害  

拡大、名寄せの懸念を軽  

減するためには、分割管理  

する方が望ましい  

制度・保険者毎のSSPJNは、基本情報  

番号と組織コードから自動生成される  

（ただし、オーストリアのようなハッシュ  

関数等を活用した方式を想定）  

ヽ  
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（参考1）端末の普及率とデジタル・ディバイドの現状  

普及率  

端末  （所有している世轟数  

の割合）   

パソコン   73．1％   

携帯電話   90．5％   

テレビ   99．7％   

出典：内閣府「消費動向調査」（平成20年3月末現在）  出典：総務省 平成19年「通信利用動向調査」（平成20年3月末現在）  

（参考2）電子行政サービス等へのアクセスに関する課題  
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（参考3）電子行政サービス等へのアクセスに関する課題解決の方向性  

、サービス、加への  

電子行政サービス等へのアクセス手段の多様化（検討項目例）   

（認証方式の検討のアプローチ）  

PKl（Pub＝cKeyInfrastructureこ公開鍵認証基盤）方式  

ID・パスワード方式  

ICカード方式  
ICカード方式  

（サー／くに認証機能を一部移行）   

パソコン   ○   0l  x   

携帯電話   ○  ×   ×   

デジタルテレビ   
ゼ  

×   ×  ○  



（参考）携  を
 
話
 
 

電
 
 

帯
 
 

用した認証方式の検討例  

携帯電話の  格納媒体等  

①窓口で申請  ①窓口で申請   

！惣  

①窓口で申請  ①窓口で申請  

発行・登録イメージ  

②電子証明書を格納した  
ICカードを受領  

②電子証明書を格納した ●②持参した携帯電話に   

サブカードを受領   ： 電子証明書を格納  
②持参した携帯電話の  

IDを登録  

（む1Cカードをかざす   ①サブカードを挿入  
■年  利用イメージ  

出典：民間企業等の資料を基に作成  

（参考）スケジュール  

￥ 

整 準  

商科桓嘩封襟諦  

出典：「汀政策ロードマップ（案）及び重点計画－2008（案）の概要」（平成20年6月11日汀担当大臣）   



（参考）「重点計画－2008」等の抜粋  
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参考資料2  

次世代電子行政サービス  

概要  

平成20年6月4日  
次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチーム  

具体的な目標  サービス基盤のイメージ図  

1．利用者視点でのサ⊥ビス提供   
さ 情報提供を含む簡素で便利なワンストップサービ  

スの実現   
8 縦割り行政を排除したサービス提供   

励 申請主義から脱却したプッシュ型サービスの提供  
etc 

虫門■人ユー王  
Iロリtスワード  

・活人犀圧力ード  
・lD・パスワード■  利用者  

チャネル 墨守 1㌔ ■  ■ 竺さK㌫K凰，。elc  パソコン 正定t癒慣鬱tほ  

晶＝二こ鼠 
各覆ボータル  
サイト  

ヰ   
t子私書箱   

（板持）  

■  民馴，晶  
1練サービス  】  

【ASPIS＝S） 

次世代書手行政サービス  
■｝Menu－   

手織一情報嬉快速璃サービス  
2．行政事務の最適化の推進   

∂ サービスの付加価値の向上と効率化   

さ 全体最適を意識した業務プロセスヘの変革   
■ 今まで実現できなかったサービスの実現etc 

各種ネットワーク  

行政サービス連携  民間サービス連携  

3．企業活動の活性化   
さ 行政サービスとのシームレスな連携による生産料  

向上   
せ 新たな民間サービス創設の環境作り、etc 

－  ト「・1・1  汀｛吏笹薮． i  
■、一■  ■l ‾  ■，  

4．国民と行政の信頼強化   
励 行政サービス・情報・プロセスの見える化   
∂ 個人情報へのアクセス履歴の本人からの閲覧  

etc．  

多くの利用が見込め、かつ国や地方、個人や企業が係わ  
るイベントである「引越」と「退職」のワンストップサービス  

実現を次世代電子行政サービスの第一歩とする。  
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ライフイベント単位で手続をワンストップ化→利用者の利便性向上、行政の効率化  

BPRによる効率化、添付書類の削減、一元的でわかりやすい情報提供などを推進  

引越ワンストップのイメージ  退職ワンストップのイメージ  

喪惑居。決定  
転
入
関
係
手
続
 
 
 

旦式  ・保雷園の決定  
・引換会社の決定 ．h  

自治体個・モの モ気・ガス応ビ  

3．バックオフィス連携   
○ 本人の同意を得ることを前提とした制度整備   
∂ 疎結合による連携の実現（データの集中化はしない）   

ゆ 個人情報保護の観点から充分なセキュリティー確保   
さ／〈ッウオフィス連携できない機関への配慮 etc 



■W● ▲■l－‾  

J‾－・・■▲tヽ■「■「・■－・‾ユJ■●ヱ～ ▲ ▲ ■Jて・ ニ ノー■■‾k叫▼l▼－ I ■Ⅳ「一＿▼「t■  ■ J■q「「▼＝■・‾ ヽ＿、し■、 ．．‖．・．．＿ ▼＿．＿＿ 二＿＿1‾∴r．T「’こ、‖＿⊥：、＿ ＿▲ご二【．・二、．．・1＿・．＿ 二．．  
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参考室料3  

電子私書箱（仮称）の導入に伴う   

コスト削減等の効果（試算）  

（注）本試算は、本検討会事務局が行ったものであり、前提条件や試算の対象や範囲が変わる  

ことによりその効果も変わりうることに留意。  

電子私書箱（仮称）の導入に伴う直接的なコスト削減効果（試算）：年間約4，600億円  
うち社会保障分野でのコスト削減効果（試算）：年間約4，600億円  

■電子私書箱（仮称）の導入により、社会保障分野／公共サービス分野において生国風脚凱渡が期待される。  

（社会保障分野においては、年阻組旦！坦億巴但∃塁上白峰漉）  

1民間サービス分野での直接的なコスト削減効果の試算は容易ではないが、社会保障分野／公共サービス分野と同等以上   

の効果が見込まれるのではないか。   

民間サービス分野でも   

同等以上の効果が  

見込まれるのではないか。  

公共サービス分野の  

コスト削減効果（試算）  

約4，000億円／年   

・上下水道・公共放送   
・電気  ・電話  

社会保障分野の  

コスト削減効果（試算）  

約600億円／年  
・年金保険・障害者自立  
・医療保険 支援法に基づく  
・介護保険 各種サービス  

・雇用保険 ・児童福祉関係  
・労災保険 サービス  

居＿盟サービス分盟  

・銀行／証券  

・生命保険／損害保険  
・クレジットカード  
・レンタルビデオ  
・航空会社（マイレージ）  

・ケーブルテレビ  等  ・ガス  

慮電子私書箱（仮称）の導入にかかるコストは、逝組整慮塵農とと王毘およ皇呈！迫二4塑虚巴蓮度と予想される   
・年間の運用にかかる経費は数十億円程度と想定される。  

年金及び特定健診のユースケースを対象としたシステムを想定し、同規模の類似システムの導入コスト等を基に試算。  
電子私書箱（仮称）プラットフォーム及び電子私書箱（仮称）ポータルの導入コストを対象とし、情報保有機蘭のシステム  

見出方法  

改修コスト、利用者の端末や認証機器  トワーク運用の袋用などは含   



社会保障分野におけるコスト削減効果（試算）の考え方  

（※）電子私書箱（仮称）は個人に対する通知等を想定しているため、事業主宛ての通知については  
ここでは対象としない。  

《試算のための基礎データ等について》   
◆調査対象・t・行政機関等が行う通知等のうち、原則として  

○年間送付件数10万件以上 ○平成19年度分   
◆本人への通知手段＝・直接送付0「事業主経由   
◆通知方法‥・封書（定形外郵便or定形郵便）orはがき  

《削減が見込まれるコストについて》  
●削減が見込まれる業務コスト＝通知等の印刷■封入封絨等の外部委託費  
●削減が見込まれる郵送コスト＝通知等の郵送料  
※ただし、対象人数の多寡に拘わらず最低限必要なる設備コストなど削減が  
困難なものもあることに留意が必要。  

コスト削減以外にも多様な付加価値創出が期待される  

■電子私書箱（仮称）の導入の効果として、コスト削減だけでなく、安心かつ利便性の高い情報の流通の実現や   

新たなサービスの創出等が期待できる。   

「
、
 
 
 




